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高まる「トリプルブルー」政権の可能性
2020年10月9日

図2：米国の失業率
期間：1998年1月～2020年9月、月次

ポイント① トランプ大統領の支持率低下

連邦所得税をほとんど払っていないとの報道、大統
領候補討論会での言動、⾃⾝の新型コロナウイルス
感染などにより、トランプ米大統領の支持率が低下
しました。その分、民主党が大統領と共に議会上・
下院も制して「トリプルブルー」政権（青は民主党の
シンボルカラー。共和党は赤）が成立する可能性が
高まってきたようです。

ポイント② 短期的には景気回復に重点

民主党バイデン政権も当面、景気回復に重点を
置くでしょう。ただ、企業支援よりも雇用促進が優先
されそうです。米国の失業率は低下してきましたが水
準は依然高く、レイオフ（一時帰休）を除いた失業
率は上昇しています。新型コロナウイルスに対する活
動制限の緩和には現政権より慎重ですが、全国的
な制限強化の可能性は小さいでしょう。

景気対策の財源として企業や高額所得者への増
税案が浮上している点は、株式市場にはマイナスで
しょう。ただ、設備投資や雇用を増やす企業への減
税や補助によって負担が抑制されたり、景気への配
慮から増税が先送りされたりする可能性もあります。

ポイント③ 「トリプルブルー」か否かが焦点

対外的には、バイデン政権下でも中国との対立や、
経済面での⾃国優先の姿勢は大きく変わらないで
しょう。ただ、高率の報復的関税の賦課などは⾒直さ
れ、環境政策などを巡る多国間の国際協調には、よ
り積極的になることが考えられます。

大統領選の焦点は、どちらの候補が当選するかより
も、「トリプルブルー」が実現するか、大統領や上・下
院の党派が一致せずに「ねじれ」が起こり、政策決定
が遅れがちになるかに移りつつあるようです。

重要
イベント

10月16⽇

10月29⽇

米小売売上高、米鉱工業生
産指数（9月）
米GDP（国内総生産、7-9月
期）速報値

図1：トランプ大統領支持率
期間：2020年1月3⽇～2020年10月8⽇、⽇次

（出所）Rasmussen Reports
(https://www.rasmussenreports.com/public_content/poli
tics/trump_administration/prez_track_oct02）より野村アセッ
トマネジメント作成

（出所）米労働省労働統計局データ
(https://www.bls.gov/cps/cpsatabs.htm）より野村アセットマ
ネジメント作成

40

42

44

46

48

50

52

54

20/1 20/3 20/5 20/7 20/9（年/月）

（％）

0

2

4

6

8

10

12

14

16

1998 2001 2004 2007 2010 2013 2016 2019

失業率
レイオフを除く失業率

（%）

（年）


	スライド番号 1

